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はじめに 

政府が消費税率引上げに対する経済対策とデフレ脱却に向けた政策を進めているなかで、雇用

確保とともにベースアップや賞与（一時金）の引上げなど、賃金改善の動向は今後のアベノミク

スの行方を大きく左右する要素として注目されている。また、経済団体では業績が回復してきた

企業においてベースアップを含めた賃上げを容認する方針を示しており、労働組合側から今春闘

でベアを要求する動きも出ている。賃上げによって購買力を高めることで景気の好循環を生み出

し、消費税率引上げ後の反動減に対応する役割を果たすことも期待されている。 

このようななか、帝国データバンクは、2014 年度の賃金動向に関する企業の意識について調査

を実施した。本調査は、TDB 景気動向調査 2014年 1月調査とともに行った。 

 

※調査期間は 2014 年 1月 21日～31日、調査対象は全国 2万 2,834 社で、有効回答企業数は 1万

700 社（回答率 46.9％）。なお、賃金に関する調査は 2006 年 1 月以降、毎年 1 月に実施し、今

回で 9回目。 

※本調査における詳細データは、景気動向調査専用 HP（http://www.tdb-di.com/visitors/）に掲

載している。 

 

調査結果（要旨） 

 

1. 2014年度の賃金改善を「ある」と見込む企業は 46.4％。前年度見込みを 7.1ポイント上回り、

2006年 1月の調査開始以降で最高の見通しとなった。また、賃金改善が「ない」企業は 29.0％

で前回調査を 3.3 ポイント下回った。 

 

2．賃金改善の具体的内容は、ベア 34.0％、賞与（一時金）27.8％。前回調査よりいずれも増加し

ており、特に賞与（一時金）は 6.8ポイント上昇した。 

 

3. 賃金を改善する理由は「労働力の定着・確保」が最多。また、「物価動向」や「同業他社の賃

金動向」が大きく増加した。改善しない理由は、「自社の業績低迷」が最多となったが、7 年ぶ

りに 6 割を下回った。消費税率引上げの影響は、賃金改善の有無にかかわらず 4 社に 1 社が理

由として挙げた。

特別企画 ： 2014年度の賃金動向に関する企業の意識調査 

賃金改善を見込む企業は 46.4％と過去最高 

～ 賞与で賃金改善を考える企業が増加 ～ 
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1.  2014 年度の賃金改善企業は 46.4％、過去最高の改善見通し 

2014 年度の企業の賃金動向について尋ねたところ、正社員の賃金改善（ベースアップや賞与、

一時金の引上げ）が「ある（見込みを含む）」と回答した企業は、1万 700社中 4,970社、構成比

46.4％となり、前回調査（2013年 1月）における 2013年度見込み（39.3％）を 7.1ポイント上回

り、2006年 1 月の調査開始以降で最高の見通しとなった。また、「ない（見込み含む）」と回答し

た企業は 29.0％と前回調査（32.3％）を 3.3ポイント下回った。 

「ある（見込み含む）」を業界別にみると、『建設』（49.2％）、『卸売』（48.5％）、『製造』

（47.2％）が高かった。特に、『建設』は「ここ数年、役員、管理職、一般社員など全般において

給与改善できる余力は少なかった。2014年度は景気改善期待とともに、若手社員の確保も意図し、

全社員を対象に少しでも

アップしたい」（建設、東

京都）など、前回調査を

11.4ポイント上回った。 

地域別では、「近畿」

（ 49.0 ％ ）、「 四 国 」

（ 48.8％ ）、「 北海 道 」

（48.6％）など、全地域が

4割を超えた。特に、「北海

道」「中国」「北陸」「四国」では前

年より 10 ポイント以上増加してい

る。 

企業からは「自社の業績を向上さ

せて賃金改善を図っていくことで

社員もがんばってくれるので、良い

循環をこれからも作っていく」（木

材・竹材卸売、京都府）と、業績改

善により賃金上昇を見込む声があ

る一方で、「零細企業ですが、今回

の景気改善が本物になるためにも、

かなり無理はありますが思いきっ

て給与アップするつもり」（樹脂製

品加工、群馬県）など景気上昇に対

する期待と従業員への貢献を指摘

する意見もみられた。 

今後の景気には消費税増税の一時的ショックが予測されるものの、上昇基調が続くとみられる

なか、半数近くの企業が賃金改善を見込んでおり、2014年度の賃金動向は明るい傾向が現れた。 

注：2012年1月調査の母数は有効回答企業1万665社、2013年1月調査は1万461社、2014年1月調査は1万700社

2014年度の賃金改善有無 

（構成比％、カッコ内社数）

前年度
との差

前年度
との差

46.4 (4,970) 7.1 29.0 (3,106) -3.3 24.5 (2,624) 100.0 (10,700) 39.3 32.3 50.2 44.8

42.6 (1,044) 5.7 26.0 (639) -4.5 31.4 (770) 100.0 (2,453) 36.9 30.5 48.4 43.9

47.6 (3,926) 7.6 29.9 (2,467) -2.9 22.5 (1,854) 100.0 (8,247) 40.0 32.8 50.8 45.1

小規模企業 40.2 (988) 6.7 36.2 (890) -4.2 23.6 (581) 100.0 (2,459) 33.5 40.4 43.2 52.4

37.5 (24) 3.4 35.9 (23) -5.0 26.6 (17) 100.0 (64) 34.1 40.9 46.9 50.0

20.6 (26) 0.1 39.7 (50) 5.3 39.7 (50) 100.0 (126) 20.5 34.4 26.2 58.7

49.2 (737) 11.4 26.4 (395) -7.9 24.4 (366) 100.0 (1,498) 37.8 34.3 53.9 42.7

37.5 (106) 5.1 34.3 (97) -4.0 28.3 (80) 100.0 (283) 32.4 38.3 42.8 49.5

47.2 (1,492) 7.7 27.9 (883) -2.5 24.9 (787) 100.0 (3,162) 39.5 30.4 50.8 44.8

48.5 (1,493) 6.9 28.2 (870) -2.6 23.3 (718) 100.0 (3,081) 41.6 30.8 52.0 42.8

40.4 (178) 4.9 36.5 (161) 0.8 23.1 (102) 100.0 (441) 35.5 35.7 42.2 52.4

40.8 (182) 8.8 35.7 (159) -4.9 23.5 (105) 100.0 (446) 32.0 40.6 42.8 52.0

46.1 (721) 4.5 29.2 (456) -2.7 24.7 (386) 100.0 (1,563) 41.6 31.9 50.4 44.0

30.6 (11) 13.5 33.3 (12) -23.8 36.1 (13) 100.0 (36) 17.1 57.1 33.3 55.6

48.6 (274) 13.0 29.6 (167) -3.9 21.8 (123) 100.0 (564) 35.6 33.5 52.8 45.2

45.4 (285) 3.0 30.1 (189) 0.8 24.5 (154) 100.0 (628) 42.4 29.3 52.2 43.5

47.8 (339) 9.1 28.2 (200) -5.1 24.0 (170) 100.0 (709) 38.7 33.3 50.5 45.0

44.6 (1,522) 4.6 29.3 (1,000) -3.4 26.1 (889) 100.0 (3,411) 40.0 32.7 48.4 45.7

48.3 (275) 11.1 26.2 (149) -7.1 25.5 (145) 100.0 (569) 37.2 33.3 52.7 42.0

45.8 (545) 7.3 28.5 (339) -4.4 25.7 (305) 100.0 (1,189) 38.5 32.9 48.9 45.1

49.0 (869) 7.4 28.4 (504) -1.9 22.6 (400) 100.0 (1,773) 41.6 30.3 51.7 44.3

47.6 (308) 11.9 29.7 (192) -4.7 22.7 (147) 100.0 (647) 35.7 34.4 50.4 45.3

48.8 (167) 10.1 33.0 (113) 2.1 18.1 (62) 100.0 (342) 38.7 30.9 50.3 45.6

44.5 (386) 7.1 29.1 (253) -3.3 26.4 (229) 100.0 (868) 37.4 32.4 51.0 43.4
注1：網掛けは、全体平均以上を表す
注2：母数は有効回答企業1万700社

北関東

中国

サービス

その他

北海道

東北

四国

九州

南関東

北陸

東海

近畿

小売

運輸・倉庫

農・林・水産

金融

建設

不動産

＜参考＞2013年度実績

製造

卸売

ない
（見込み含む）

なかった
ない

（見込み含
む）

あった
分からない 合計 ある

（見込み含
む）

＜参考＞2013年度見込み

全体

大企業

中小企業

ある
（見込み含む）

2014年度の賃金改善有無 ～規模・業界・地域別～ 
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2.  賃金改善の具体的内容、ベア実施企業が 34.0％、賞与（一時金）は 27.8％ 

2014 年度の正社員における賃金改善の具体的内容

は、「ベースアップ」が 34.0％となり、「賞与（一時

金）」は同 27.8％となった。前回調査（2013年度見込

み）と比べると、それぞれ 2.0 ポイント、6.8 ポイン

トの上昇となっており、特に賞与（一時金）で賃金改

善を実施する企業の増加が目立った。 

中小企業についてみると、ベースアップ、賞与（一

時金）ともに前回調査を上回ったうえ、大企業より割

合は高く、リーマン・ショック前の 2008 年度見込み

では「ベースアップ」が 41.5％、「賞与（一時金）」が

23.1％であったが、リーマン・ショック後の大幅な落

ち込みのあと、2013 年度、2014 年度見込みと 2 年連

続で上昇している。 

 

 

 

 

3.  賃金改善理由、「物価動向」「同業他社の賃金動向」が大幅増加、改善しない理由では

「自社の業績低迷」が最多も 8.9 ポイント減少 

賃金改善が「ある（見込み）」と回答した

企業 4,970社に理由を尋ねたところ、最も多

かったのは「労働力の定着・確保」の 57.2％

（複数回答、以下同）で、さらに「自社の業

績拡大」（50.2％社）が続きともに 5 割を超

え、4 月に実施される「消費税率引上げ」は

23.8％と 4社に 1社が挙げた。また、物価が

徐々に上昇しつつある現状を受けて「物価動

向」（22.5％、499社）は前回調査（12.1％）

から 10.4ポイント増加したほか、「同業他社

の賃金動向」（18.7％）は 5.5ポイント増加した。 

企業からは、「消費増税分をカバーするだけの昇給、ボーナス支給は、企業としてできる限り行

うべき」（機械同部品製造修理、香川県）や「世の中の情勢が上向きであっても当社の属する業界

はなかなか業績に跳ね返ってこないが、個々人のモチベーションを上げてゆくためにもベアを考

えていく必要がある。景気が上昇傾向にあるので、結果は自ずとついてくる」（建設用金属製品製

造、東京都）といった、消費税増税の影響や景気の上昇基調を期待する意見がみられた。一方、「多

少の賃上げは従業員のモラルの維持や生活の維持においてやむを得ないが、同時に内部留保を厚

賃金改善の具体的内容 

賃金改善の具体的内容 ～規模別～ 

賃金を改善する理由（複数回答） 
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くして借り入れを減らしたいのも本音」（コン

クリート品製造、大阪府）など、従業員のモチ

ベーション維持を図ることで賃金改善を行うと

いう声も挙がった。 

他方、賃金改善が「ない」企業 3,106 社に理

由を尋ねたところ、「自社の業績低迷」が 58.0％

（複数回答、以下同）と前年調査（66.9％）よ

り 8.9ポイント減少し、7年ぶりに 6割を下回っ

た。2 位の「消費税率引上げ」（24.7％）は、改

善が「ある」理由と同程度となっており、消費

税増税に対する賃金動向について対応が分かれる結果となった。また、「自社の業績低迷」を規模

別にみると、「大企業」の 53.4％に対し、「中小企業」（59.3％）と 5.9ポイントの開きがあった（5

ページ表 2参照）。 

企業からは、「原価ばかりが上がっており、利益確保がなされていない」（電子計算機等製造、

東京都）や「エネルギー関連コストの大幅アップにより、賃金改善は不可能」（自動車部品製造、

福島県）、「資材の高騰によって利益率は下がっており、この状況下では賃金の継続すら危ぶまれ

る」（建設、鹿児島県）といった、収益環境の厳しさが続いていることを指摘する意見が挙がった。 

 

 

まとめ 

リーマン・ショック以降、賃金改善を見込む企業の割合は大幅に縮小してきたが、国内景気の

上昇基調が継続するなかで 2014 年度は過去最高の賃金改善見通しとなった。また、賃金改善の内

容をみると賞与（一時金）で実施する企業の増加が顕著となっており、まずはボーナスで従業員

への還元を図ると考える経営者の姿が浮き彫りとなった。ただし、賃金改善の理由はこれまでと

変わってきており、実施する理由では「物価動向」「同業他社の賃金動向」が大きく増加している。 

また、実施しない理由として「自社の業績低迷」を挙げる企業は 7年ぶりに 6割を下回るなど、

着実に減少している。また、労働組合による賃上げ要求に対しては、経済団体が業績の改善して

いる企業のベア実施を容認するなど、賃金改善に向けた企業側からの前向きな姿勢も現れつつあ

る。 

他方、2014 年 4月の消費税率引上げに対して「現在、受注・売上とも増加しているが、外注単

価や資材単価の上昇によりなかなか利益につながるのが難しい状況のなか、消費税増税分をスム

ーズに受注単価に上乗せできるのか不明確」（建設、山形県）という意見が現れるなど、消費税へ

の対応が今後の企業業績に対して重要な要素となり、賃金動向の大きな試金石になると考えられ

る。また、中小企業では、賃上げは物価や他社の動向など外部要因の変化への対応に追われて行

わざるを得ない状況があるなか、優秀な人材の定着・確保のためという声や今後の業績次第とい

った厳しい見方を持つ企業も多く、必ずしも賃金改善が全体に広がるまでには至っていない。 

 

賃金を改善しない理由（複数回答） 
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＜参考表＞ 

【参考①】2014年度に賃金を改善する理由（複数回答） 

 

 

 

 

 

 

 

 

【参考②】2014年度に賃金を改善しない理由（複数回答） 
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【 内容に関する問い合わせ先 】 

 （株）帝国データバンク  産業調査部 情報企画課  担当：窪田 

 TEL 03-5775-3163  e-mail keiki@mail.tdb.co.jp 

当リリース資料の詳細なデータは景気動向調査専用 HP（http://www.tdb-di.com）をご参照下さい。 

リリース資料以外の集計・分析については、お問い合わせ下さい（一部有料の場合もございます）。 

調査先企業の属性 

1．調査対象（2 万 2,834 社、有効回答企業 1 万 700 社、回答率 46.9％） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

2. 企業規模区分 
中小企業基本法に準拠するとともに、全国売上高ランキングデータを加え、下記のとおり区分。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

当レポートの著作権は株式会社帝国データバンクに帰属します。 

当レポートはプレスリリース用資料として作成しております。報道目的以外の利用につきましては、著作権法

の範囲内でご利用いただき、私的利用を超えた複製および転載を固く禁じます。 

業界 大企業 中小企業（小規模企業を含む） 小規模企業

製造業その他の業界 「資本金3億円を超える」 かつ 「従業員数300人を超える」 「資本金3億円以下」 または 「従業員300人以下」 「従業員20人以下」

卸売業 「資本金1億円を超える」 かつ 「従業員数100人を超える」 「資本金１億円以下」 または 「従業員数100人以下」 「従業員5人以下」

小売業 「資本金5千万円を超える」 かつ 「従業員50人を超える」 「資本金5千万円以下」 または 「従業員50人以下」 「従業員5人以下」

サービス業 「資本金5千万円を超える」 かつ 「従業員100人を超える」 「資本金5千万円以下」 または 「従業員100人以下」 「従業員5人以下」

注1：中小企業基本法で小規模企業を除く中小企業に分類される企業のなかで、業種別の全国売上高ランキングが上位3％の企業を大企業として区分

注2：中小企業基本法で中小企業に分類されない企業のなかで、業種別の全国売上高ランキングが下位50％の企業を中小企業として区分

注3：上記の業種別の全国売上高ランキングは、TDB産業分類（1,359業種）によるランキング

（1）地域

564 1,189
628 1,773
709 647

3,411 342
569 868

10,700

（2）業界（10業界51業種）

64 83
126 37

1,498 24
283 12

飲食料品・飼料製造業 377 35
繊維・繊維製品・服飾品製造業 125 51
建材・家具、窯業・土石製品製造業 241 147
パルプ・紙・紙加工品製造業 105 49
出版・印刷 195 3
化学品製造業 416 446
鉄鋼・非鉄・鉱業 555 38
機械製造業 472 11
電気機械製造業 387 9
輸送用機械・器具製造業 118 124
精密機械、医療機械・器具製造業 79 37
その他製造業 92 62
飲食料品卸売業 404 18
繊維・繊維製品・服飾品卸売業 198 153
建材・家具、窯業・土石製品卸売業 361 131
紙類・文具・書籍卸売業 107 454
化学品卸売業 310 61
再生資源卸売業 32 209
鉄鋼・非鉄・鉱業製品卸売業 337 107
機械・器具卸売業 967 19
その他の卸売業 365 130

36
10,700

（3）規模

2,453 22.9%

8,247 77.1%

(2,459) (23.0%)

10,700 100.0%

(311) (2.9%)

飲食店

電気通信業

放送業

電気・ガス・水道・熱供給業

メンテナンス・警備・検査業

情報サービス業

人材派遣・紹介業

広告関連業

その他

合  計

その他サービス業

南関東（埼玉 千葉 東京 神奈川）

その他の小売業

近畿（滋賀 京都 大阪 兵庫 奈良 和歌山）

小売

飲食料品小売業

繊維・繊維製品・服飾品小売業

医薬品・日用雑貨品小売業

家具類小売業

四国（徳島 香川 愛媛 高知）

各種商品小売業

九州（福岡 佐賀 長崎 熊本 大分 宮崎 鹿児島 沖縄）

合  計

家電・情報機器小売業

自動車・同部品小売業

専門商品小売業

農・林・水産

卸売

（3,081）

合  計

中小企業

大企業

中国（鳥取 島根 岡山 広島 山口）

（441）

サービス

（1,563）

運輸・倉庫

専門サービス業

（うち小規模企業）

医療・福祉・保健衛生業

金融

建設

不動産

製造

（3,162）

（うち上場企業）

東海（岐阜 静岡 愛知 三重）北海道

東北  （青森 岩手 宮城 秋田 山形 福島）

北関東（茨城 栃木 群馬 山梨 長野）

北陸  （新潟 富山 石川 福井）

教育サービス業

リース・賃貸業

旅館・ホテル

娯楽サービス


